令和６年度
　　　　償却資産（固定資産税）申告の手引き　　今帰仁村
村税の申告につきましては、平素より多大なるご理解とご協力を賜り厚く御礼申し上げます。
　　　さて、固定資産税の対象となる償却資産を所有されている方は、毎年１月１日現在の所有状況を資産の所在する　

市町村に１月３１日までに申告していただくことになっています（地方税法第３８３条）。
申告の際にはこの手引きをご一読いただき、期限までに必ず申告書をご提出くださいますようお願いいたします。
申告期限 令和６年１月３１日（水）まで
《　提出書類　》
●：提出が必要な書類
	提出書類
申告者区分

	償却資産申告書
(償却資産課税台帳）
　
	種類別明細書
（増加資産・全資産用）
	種類別明細書
（減少資産）
　

	初めて申告するかた
	●
	●
	―

	前年度申告をされているかた
	全資産を申告する場合
	●
	●
	

	
	増加資産と減少資産がある場合
	●
	●
	●

	
	増加資産があり、減少資産がない場合
	●
	●
	

	
	増加資産がなく、減少資産がある場合
	●
	
	●

	
	取得価額や耐用年数等に訂正がある場合
	●
	
	●

	
	資産に増減がない場合
	●
	
	

	申告する資産がないかた
	●
	
	―


	※　第２６号様式記載要領（償却資産申告書）

「個人番号又は法人番号」欄には、所有者の個人番号（マイナンバー）または法人番号を記載してください。

「個人番号又は法人番号」欄に個人番号（マイナンバー）を記載する場合に左側を１文字空けて記載してください。


※　該当資産の無い場合、前年度申告と変更がない場合でも、申告書は必ず提出してください。
※　郵送により申告書を提出する方で、控用の返送を希望される場合は、必ず切手を貼った宛名明記の封筒を同封してください。なお、個人番号（マイナンバー）の記載された申告書（控用）の返送を希望される場合は、個人情報が含まれるため簡易書留での返送となりますので、切手料金にご注意いただき、表面に簡易書留と記載した封筒を同封してください。　　

封筒、切手が入っていない場合は返送できません。
ご提出・お問い合わせ先　　　
〒905－0492
沖縄県今帰仁村字仲宗根219番地 
 　　　　　今帰仁村役場　住民課固定資産税係
電話0980－56－2102
《　償　却　資　産　の　あ　ら　ま　し　》
１．申告していただく資産
令和5年１月１日現在で今帰仁村内に所有する資産のうち、土地・家屋以外で事業の用に供することができる資産で、減価償却額又は減価償却費が法人税法又は所得税法の規定による所得の計算上損金又は必要経費に算入されるものです。
1 一時的に活動を停止し遊休・未稼働であっても、１月１日現在事業の用に供することができる状態にある資産。
2 建設仮勘定において経理されている資産であっても、その全部又はその一部が賦課期日（令和6年１月１日）までに完成し、事業の用に供することができる場合も申告の対象になります。
3 企業会計上簿外資産として取扱いされている資産であっても、事業用に供しているもの。

4 償却済資産（耐用年数を経過した資産）
5 減価償却を行っていない資産であっても、本来減価償却を行うことができる資産。

6 償却資産の修理・改良費等費用は、新たな取得資産として本体部分と分けて申告してください。

7 耐用年数１年以上で取得価格が１０万円以上の資産。ただし、１０万円未満であっても税務会計上固定資産として計上しているものは対象となります。　
償却資産の種類
固定資産税の課税対象となる償却資産は、以下の６種類に分類されています。（抜粋）
	資産種類
	主な償却資産

	１
	構築物（建物附属設備含む。）
	屋上看板などの広告設備、煙突、門、塀、駐車場舗装（アスファルト、コンクリート舗装

路面）、緑化設備、受変電設備・自家発電設備、庭園　など

	２
	機械及び装置


	金属・印刷・食品等の製造加工機械、ブルドーザー、パワーシャベルなどの土木建設機械
（ナンバープレートの分類番号が「0」「00～09及び000～099」）ベルトコンベアー、ガソリンスタンド設備、クリーニング設備、洗車機、旋盤、フライス盤、ボール盤、太陽光発電設備　など

	３
	船舶
	漁船、モーターボート、客船　など

	４
	航空機
	飛行機、ヘリコプター、グライダー　など

	５
	車両及び運搬具
	大型特殊自動車（ナンバープレートの分類番号が「9」、「90～99及び900～999」、
貨車、客車　など

	６
	工具、器具及び備品
	複写機、レジ、机、医療器具、理・美容機器、パチンコ・パチスロ台、自動販売機、両替機、カラオケ機器、応接セット、冷蔵庫、冷凍機、電話設備、エアコン、パソコン　など
	
	


２．申告する必要がない資産
　①　商品、貯蔵品等の棚卸資産

　②　建築設備のうち家屋で評価するもの（次頁を参照）

3 自動車税・軽自動車税の課税対象となるもの

4 絵画・骨董品等の「美術品・芸術品」で減価しないもの

5 無形固定資産（鉱業権・営業権・特許権・ソフトウェア等）

6 耐用年数１年未満又は取得価格１０万円未満の資産で、一時に損金に算入されたもの若しくは取得価格２０万円未満の資産を３年間で一括償却の対象とされたもの
３．償却資産と家屋の区分表
	設備等の種類
	設備等の分類
	設備等の内容
	家屋と設備等の所有関係

	
	
	
	同じ場合
	異なる場合

	
	
	
	家屋
	償却資産
	家屋
	償却資産

	建築工事
	内装・造作等
	床・壁・天井仕上、店舗造作等工事一式
	〇
	
	
	◎

	電気設備
	受変電設備
	設備一式
	
	◎
	
	◎

	
	予備電源設備
	発電機設備、蓄電池設備、無停電電源設備等
	
	◎
	
	◎

	
	中央監視設備
	設備一式
	
	◎
	
	◎

	
	電灯コンセント設備、照明器具設備
	屋外設備一式、非常用照明器具
	
	◎
	
	◎

	
	
	屋内設備一式
	〇
	
	
	◎

	
	電力引込設備
	引込工事
	
	◎
	
	◎

	
	動力配線設備
	特定の生産又は業務用設備
	
	◎
	
	◎

	
	
	上記以外の設備
	〇
	
	
	◎

	
	電話設備
	電話機、交換機等の機器
	
	◎
	
	◎

	
	
	配管・配線、端子盤等
	〇
	
	
	◎

	
	ＬＡＮ設備
	設備一式
	
	◎
	
	◎

	
	放送・拡声設備
	マイク、スピーカー、アンプ等の機器
	
	◎
	
	◎

	
	
	配管・配線等
	〇
	
	
	◎

	
	インターホン設備
	集合玄関機、親機・子機等
	〇
	
	
	◎

	
	監視カメラ　（ＩＴＶ）設備
	受像機（テレビ）、カメラ
	
	◎
	
	◎

	
	
	配管・配線等
	〇
	
	
	◎

	
	避雷設備
	設備一式
	〇
	
	
	◎

	
	火災報知設備
	設備一式
	〇
	
	
	◎

	
	避難非常通報装置
	設備一式
	〇
	
	
	◎

	給排水衛生設備
	給排水設備
	屋外設備、引込工事、特定の生産又は業務用設備
	
	◎
	
	◎

	
	
	配管、高架水槽、受水槽、ポンプ等
	〇
	
	
	◎

	
	給湯設備
	局所式給湯設備（電気温水器・湯沸器用）
	
	◎
	
	◎

	
	
	局所式給湯設備（ユニットバス用、床暖房用等）中央式給湯設備
	〇
	
	
	◎

	
	ガス設備
	屋外設備、引込工事、特定の生産又は業務用設備
	
	◎
	
	◎

	
	
	屋内の配管等
	〇
	
	
	◎

	
	衛生設備
	設備一式（洗面器、大小便器等）
	〇
	
	
	◎

	
	消化設備
	消火器、避難器具、ホース及びノズル、ガスボンベ等
	
	◎
	
	◎

	
	
	消火栓設備、スプリンクラー設備等
	〇
	
	
	◎

	空調設備

	空調設備
	ルームエアコン（壁掛型）、特定の生産又は業務用設備
	
	◎
	
	◎

	
	
	上記以外の設備
	〇
	
	
	◎

	
	換気設備
	特定の生産又は業務用設備
	
	◎
	
	◎

	
	
	上記以外の設備
	〇
	
	
	◎

	その他の設備等
	自動車管制装置
	設備一式
	〇
	
	
	◎

	
	駐車場設備
	機械式駐車設備（ターンテーブルを含む）、料金精算機、駐車券発行機、カーゲート、フラッパーゲート等
	
	◎
	
	◎

	
	運搬設備
	工場用ベルトコンベア
	
	◎
	
	◎

	
	
	エレベーター、エスカレーター、小荷物専用昇降機等
	〇
	
	
	◎

	
	厨房設備
	顧客の求めに応じるサービス設備（飲食店・ホテル・百貨店）、寮・病院・社員食堂等の厨房設備
	
	◎
	
	◎

	
	
	上記以外の設備
	〇
	
	
	◎

	
	
	洗濯設備、冷蔵・冷凍倉庫における冷却装置、ろ過装置、POSシステム、広告塔、ネオンサイン、文字看板、袖看板、簡易間仕切（衝立）、駐輪設備、ゴミ処理設備、メールボックス、カーテン・ブラインド等
	
	◎
	
	◎

	外構工事
	外構工事
	工事一式（門・塀・緑化施設等）
	
	◎
	
	◎


４．税率及び税額

税　率　　　１００分の１．４
税　額　　　償却資産の課税標準額×税率
５．免税点
　課税標準となるべき額が１５０万円未満の場合は、免税点未満となり課税されません。
６．償却資産の評価

　前年中に取得された償却資産　　　　　評価額＝取得価額×（１－減価率/２）

　 前年前に取得された償却資産　　　　　評価額＝前年度の評価額×（１－減価率）

　 ※評価額の最低限度は取得価額の１００分の５になります。
　 ※平成２０年度の税制改正における耐用年数の省令により、「機械及び装置を中心とした耐用年数の見直し」が

行われました。つきましては、平成２１年度より改正後の耐用年数を用いて申告をお願いします。
　耐用年数に応ずる減価率表

	耐用年数
	減価率
	耐用年数
	減価率
	耐用年数
	減価率
	耐用年数
	減価率
	耐用年数
	減価率

	２年
	０．６８４
	１１年
	０．１８９
	２０年
	０．１０９
	２９年
	０．０７６
	３８年
	０．０５９

	３年
	０．５３６
	１２年
	０．１７５
	２１年
	０．１０４
	３０年
	０．０７４
	３９年
	０．０５７

	４年
	０．４３８
	１３年
	０．１６２
	２２年
	０．０９９
	３１年
	０．０７２
	４０年
	０．０５６

	５年
	０．３６９
	１４年
	０．１５２
	２３年
	０．０９５
	３２年
	０．０６９
	４１年
	０．０５５

	６年
	０．３１９
	１５年
	０．１４２
	２４年
	０．０９２
	３３年
	０．０６７
	４２年
	０．０５３

	７年
	０．２８０
	１６年
	０．１３４
	２５年
	０．０８８
	３４年
	０．０６６
	４３年
	０．０５２

	８年
	０．２５０
	１７年
	０．１２７
	２６年
	０．０８５
	３５年
	０．０６４
	４４年
	０．０５１

	９年
	０．２２６
	１８年
	０．１２０
	２７年
	０．０８２
	３６年
	０．０６２
	４５年
	０．０５０

	１０年
	０．２０６
	１９年
	０．１１４
	２８年
	０．０７９
	３７年
	０．０６０
	４６年
	０．０４９


７．申告内容の確認調査について
申告書の受理後、償却資産の申告内容が適正であることを確認するために、地方税法第353条及び第408条に基づいて電話でのお問い合わせや資料提供のご依頼、実地調査を行っておりますので、その際はご協力をお願いいたします。また、地方税法第354条の2に基づき、所得税又は法人税に関する書類について閲覧を行うことがあります。
上記の調査に伴い、資産の申告もれ等が判明した場合は、申告内容の修正をお願いすることがありますので、ご了承ください。
８．過年度への遡及等について
調査に伴う申告内容の修正や資産の申告もれ等による賦課決定に際しては、その年度だけではなく、資産を取得された翌年度まで（地方税法第17条の5第5項の規定により、5年度分。なお、地方税法第17条の5第7項の規定により、偽りその他不正の行為により税額を免れた場合は7年度分。）遡及することとなります。
　なお、過年度分について追加課税となった場合、通常の納期とは異なり、納期は1回となりますのでご留意ください。
2

